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関係法令等について 
 

１ 前文 

 

２ 目的 

◆障害者の権利に関する条約（抜粋） 

第１条 目的 

この条約は、全ての障害者によるあらゆる人権及び基本的自由の完全かつ平等な享有を促進し、保

護し、及び確保すること並びに障害者の固有の尊厳の尊重を促進することを目的とする。 

障害者には、長期的な身体的、精神的、知的又は感覚的な機能障害であって、様々な障壁との相互

作用により他の者との平等を基礎として社会に完全かつ効果的に参加することを妨げ得るものを有

する者を含む。 

 

◆障害者基本法（抜粋）（昭和 45年 5月 21日法律第 84号） 

（目的）  

第１条  この法律は、全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけ

がえのない個人として尊重されるものであるとの理念にのつとり、全ての国民が、障害の有無によっ

て分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現するため、障

害者の自立及び社会参加の支援等のための施策に関し、基本原則を定め、及び国、地方公共団体等の

責務を明らかにするとともに、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策の基本となる事項を

定めること等により、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策を総合的かつ計画的に推進す

ることを目的とする。 

 

◆障害者差別解消法（抜粋）（平成 25年法律第 65号） 

（目的） 

第一条この法律は、障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）の基本的な理念にのっとり、全て

の障害者が、障害者でない者と等しく、基本的人権を享有する個人としてその尊厳が重んぜられ、そ

の尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有することを踏まえ、障害を理由とする差別の解消の推

進に関する基本的な事項、行政機関等及び事業者における障害を理由とする差別を解消するための措

置等を定めることにより、障害を理由とする差別の解消を推進し、もって全ての国民が、障害の有無

によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に資す

ることを目的とする。 

 

３ 定義 

【障害者】 

◆障害者基本法（抜粋） 

第２条  この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。  

一  障害者 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害（以下「障

害」と総称する。）がある者であつて、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に

相当な制限を受ける状態にあるものをいう。  

参考資料 
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◆障害者差別解消法（抜粋） 

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

一 障害者 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害（以下「障

害」と総称する。）がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に

相当な制限を受ける状態にあるものをいう。 

 

【社会的障壁】 

◆障害者基本法（抜粋） 

第２条  この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。  

二  社会的障壁 障害がある者にとつて日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会にお

ける事物、制度、慣行、観念その他一切のものをいう。 

 

◆障害者差別解消法（抜粋） 

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

二 社会的障壁 障害がある者にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会にお

ける事物、制度、慣行、観念その他一切のものをいう。 

 

【不当な差別的取扱い】 

◆障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律Ｑ＆Ａ集（平成 25年 6月内閣府障害者施策担当） 

問１０－３ 「不当な差別的取扱い」の「不当な」とはどのような意味か。 

（答） 

１．「不当な差別的取扱い」という用語は、例えば、職業安定法等、幅広い分野にわたる多くの法律

で用いられているところ。 

２．「不当な」とは、当該取扱いに正当な理由がある場合には、本法により禁止される不当な差別的

取扱いには該当しないという趣旨である。 

 

◆概説 障害者差別解消法（抜粋） 

   差別の定義については、本法では一律に定義付けていないが、本法が使用する「不当な差別的取扱

い」という用語は、例えば職業安定法、地方自治法、郵便法、幅広い分野にわたる多くの法律で用い

られているところである。何が差別にあたるかについては、ガイドラン等において不当な差別的取扱

いの具体的事例や合理的配慮の好事例を示しつつ、具体的な事例や裁判例を積み上げていく中で、概

念の共有が図れるようにしていくことになっている。 

 

 ※地方自治法 第 244条第 3項 

    普通地方公共団体は、住民が公の施設を利用することについて、不当な差別的取扱いをしてはなら

ない。 

 ※職業安定法 第 43条の 3第 4項第 1号 

    特定の者に対し不当な差別的取扱いをするものであるとき。 
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【合理的配慮】 

◆障害者権利条約（抜粋） 

第２条  定義 

「合理的配慮」とは、障害者が他の者との平等を基礎として全ての人権及び基本的自由を享有し、又は

行使することを確保するための必要かつ適当な変更及び調整であって、特定の場合において必要とされ

るものであり、かつ、均衡を失した又は過度の負担を課さないものをいう。 

 

◆障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針（閣議決定・平成 27年 2月 24日）   

（１）合理的配慮の基本的な考え方 

ア  権利条約第２条において、「合理的配慮」は、「障害者が他の者との平等を基礎として全ての人権

及び基本的自由を享有し、又は行使することを確保するための必要かつ適当な変更及び調整であって、

特定の場合において必要とされるものであり、かつ、均衡を失した又は過度の負担を課さないもの」

と定義されている。 

法は、権利条約における合理的配慮の定義を踏まえ、行政機関等及び事業者に対し、その事務・事

業を行うに当たり、個々の場面において、障害者から現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意

思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過重でないときは、障害者の権利利益を侵害

することとならないよう、社会的障壁の除去の実施について、必要かつ合理的な配慮（以下「合理的

配慮」という。）を行うことを求めている。合理的配慮は、障害者が受ける制限は、障害のみに起因

するものではなく、社会における様々な障壁と相対することによって生ずるものとのいわゆる「社会

モデル」の考え方を踏まえたものであり、障害者の権利利益を侵害することとならないよう、障害者

が個々の場面において必要としている社会的障壁を除去するための必要かつ合理的な取組であり、そ

の実施に伴う負担が過重でないものである。 

合理的配慮は、行政機関等及び事業者の事務・事業の目的・内容・機能に照らし、必要とされる範

囲で本来の業務に付随するものに限られること、障害者でない者との比較において同等の機会の提供

を受けるためのものであること、事務・事業の目的・内容・機能の本質的な変更には及ばないことに

留意する必要がある。 

イ  合理的配慮は、障害の特性や社会的障壁の除去が求められる具体的場面や状況に応じて異なり、

多様かつ個別性の高いものであり、当該障害者が現に置かれている状況を踏まえ、社会的障壁の除去

のための手段及び方法について、「（２）過重な負担の基本的な考え方」に掲げた要素を考慮し、代替

措置の選択も含め、双方の建設的対話による相互理解を通じて、必要かつ合理的な範囲で、柔軟に対

応がなされるものである。さらに、合理的配慮の内容は、技術の進展、社会情勢の変化等に応じて変

わり得るものである。 

現時点における一例としては、 

・車椅子利用者のために段差に携帯スロープを渡す、高い所に陳列された商品を取って渡すなどの物

理的環境への配慮 

・筆談、読み上げ、手話などによるコミュニケーション、分かりやすい表現を使って説明をするなど

の意思疎通の配慮 

・障害の特性に応じた休憩時間の調整などのルール・慣行の柔軟な変更 

などが挙げられる。合理的配慮の提供に当たっては、障害者の性別、年齢、状態等に配慮するものと

する。内閣府及び関係行政機関は、今後、合理的配慮の具体例を蓄積し、広く国民に提供するものと

する。 
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なお、合理的配慮を必要とする障害者が多数見込まれる場合、障害者との関係性が長期にわたる場

合等には、その都度の合理的配慮の提供ではなく、後述する環境の整備を考慮に入れることにより、

中・長期的なコストの削減・効率化につながる点は重要である。 

ウ  意思の表明に当たっては、具体的場面において、社会的障壁の除去に関する配慮を必要としてい

る状況にあることを言語（手話を含む。）のほか、点字、拡大文字、筆談、実物の提示や身振りサイ

ン等による合図、触覚による意思伝達など、障害者が他人とコミュニケーションを図る際に必要な手

段（通訳を介するものを含む。）により伝えられる。 

また、障害者からの意思表明のみでなく、知的障害や精神障害（発達障害を含む。）等により本人

の意思表明が困難な場合には、障害者の家族、介助者等、コミュニケーションを支援する者が本人を

補佐して行う意思の表明も含む。 

なお、意思の表明が困難な障害者が、家族、介助者等を伴っていない場合など、意思の表明がない

場合であっても、当該障害者が社会的障壁の除去を必要としていることが明白である場合には、法の

趣旨に鑑みれば、当該障害者に対して適切と思われる配慮を提案するために建設的対話を働きかける

など、自主的な取組に努めることが望ましい。 

エ  合理的配慮は、障害者等の利用を想定して事前に行われる建築物のバリアフリー化、介助者等の

人的支援、情報アクセシビリティの向上等の環境の整備（「第５」において後述）を基礎として、個々

の障害者に対して、その状況に応じて個別に実施される措置である。したがって、各場面における環

境の整備の状況により、合理的配慮の内容は異なることとなる。また、障害の状態等が変化すること

もあるため、特に、障害者との関係性が長期にわたる場合等には、提供する合理的配慮について、適

宜、見直しを行うことが重要である。 

 

（２）過重な負担の基本的な考え方 

過重な負担については、行政機関等及び事業者において、個別の事案ごとに、以下の要素等を考慮

し、具体的場面や状況に応じて総合的・客観的に判断することが必要である。 

行政機関等及び事業者は、過重な負担に当たると判断した場合は、障害者にその理由を説明するも

のとし、理解を得るよう努めることが望ましい。 

○ 事務・事業への影響の程度（事務・事業の目的・内容・機能を損なうか否か） 

○ 実現可能性の程度（物理的・技術的制約、人的・体制上の制約） 

○ 費用・負担の程度 

○ 事務・事業規模 

○ 財政・財務状況 

 

４ 基本理念 

【障害者が、障害者でない人と等しく、基本的な人権を享有する個人としてその尊厳が 

重んぜられ、その尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有すること】 

◆障害者基本法（抜粋） 

（目的）  

第１条  この法律は、全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけ

がえのない個人として尊重されるものであるとの理念にのっとり、全ての国民が、障害の有無によ

って分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現するため、
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障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策に関し、基本原則を定め、及び国、地方公共団体

等の責務を明らかにするとともに、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策の基本となる

事項を定めること等により、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策を総合的かつ計画的

に推進することを目的とする。 

 

【何人も不当な差別的取扱いはしてはならないこと】 

◆障害者基本法（抜粋） 

（差別の禁止）  

第４条  何人も、障害者に対して、障害を理由として、差別することその他の権利利益を侵害する

行為をしてはならない。  

２  社会的障壁の除去は、それを必要としている障害者が現に存し、かつ、その実施に伴う負担が

過重でないときは、それを怠ることによつて前項の規定に違反することとならないよう、その実施に

ついて必要かつ合理的な配慮がされなければならない。 

 

【障害のある女性、障害のある児童】 

◆障害者権利条約（抜粋） 

第６条 障害のある女子 

１ 締結国は、障害のある女子が複合的な差別を受けていることを認識するものとし、この点に関し、

障害のある女子が全ての人権及び基本的自由を完全かつ平等に共有することを確保するための措置

をとる。 

第７条 障害のある児童 

 １ 締結国は、障害のある児童が他の児童との平等を基礎として全ての人権及び基本的自由を完全

に享有することを確保するための全ての必要な措置をとる。 

 

◆ 障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針（閣議決定・平成 27年 2月 24日） 

１ 法の対象範囲 

（１）障害者 

対象となる障害者は、障害者基本法第２条第１号に規定する障害者、即ち、「身体障害、知的障害、

精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害（以下「障害」と総称する。）がある者であ

つて、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるも

の」である。これは、障害者が日常生活又は社会生活において受ける制限は、身体障害、知的障害、

精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害（難病に起因する障害を含む。）のみに起因

するものではなく、社会における様々な障壁と相対することによって生ずるものとのいわゆる「社会

モデル」の考え方を踏まえている。したがって、法が対象とする障害者は、いわゆる障害者手帳の所

持者に限られない。なお、高次脳機能障害は精神障害に含まれる。 

また、特に女性である障害者は、障害に加えて女性であることにより、更に複合的に困難な状況に

置かれている場合があること、障害児には、成人の障害者とは異なる支援の必要性があることに留意

する。 
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５ 市、事業者、市民の責務や役割 

◆障害者差別解消法（抜粋） 

（行政機関等における障害を理由とする差別の禁止） 

第７条行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害を理由として障害者でない者と不当な差

別的取扱いをすることにより、障害者の権利利益を侵害してはならない。 

２ 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除去を必要として

いる旨の意思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過重でないときは、障害者の権利

利益を侵害することとならないよう、当該障害者の性別、年齢及び障害の状態に応じて、社会的障壁

の除去の実施について必要かつ合理的な配慮をしなければならない。 

（事業者における障害を理由とする差別の禁止） 

第８条事業者は、その事業を行うに当たり、障害を理由として障害者でない者と不当な差別的取扱いを

することにより、障害者の権利利益を侵害してはならない。 

２ 事業者は、その事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思

の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過重でないときは、障害者の権利利益を侵害す

ることとならないよう、当該障害者の性別、年齢及び障害の状態に応じて、社会的障壁の除去の実施

について必要かつ合理的な配慮をするように努めなければならない。 

 

◆内閣府 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律についての よくあるご質問と回答 

Ｑ４．日常生活の中で個人的に障害のある方と接するような場合も、この法律の対象になるのですか。

また、個人的な思想や言論も規制されるのでしょうか。 

Ａ. この法律では、国の行政機関や地方公共団体、民間事業者などを対象 にしており、⼀般の方が個

人的な関係で障害のある方と接するような場合や、個人の思想、言論といったものは、対象にしてい

ません。一方で、差別のない社会の実現に向け、一般の方も含め、広く国民の皆さまにこの法律の趣

旨や内容についてご理解いただくことは大変重要だと考えており、今後、パンフレットやポスターの

作成・配布、シンポジウムの開催などの広報啓発を行っていく予定です。 

 

６ 不当な差別的取扱いの禁止等 

【福祉サービスを提供する場合】 

◆障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17年 11月 7日法律第 123号） 

（指定障害福祉サービス事業者及び指定障害者支援施設等の設置者の責務）  

第４２条  指定障害福祉サービス事業者及び指定障害者支援施設等の設置者（以下「指定事業者等」

という。）は、障害者等が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、障害者等の意

思決定の支援に配慮するとともに、市町村、公共職業安定所その他の職業リハビリテーションの措

置を実施する機関、教育機関その他の関係機関との緊密な連携を図りつつ、障害福祉サービスを当

該障害者等の意向、適性、障害の特性その他の事情に応じ、常に障害者等の立場に立って効果的に

行うように努めなければならない。  

２  指定事業者等は、その提供する障害福祉サービスの質の評価を行うことその他の措置を講ずる

ことにより、障害福祉サービスの質の向上に努めなければならない。  

３  指定事業者等は、障害者等の人格を尊重するとともに、この法律又はこの法律に基づく命令を

遵守し、障害者等のため忠実にその職務を遂行しなければならない。 
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◆障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事

業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成 18年 9月 29日厚生労働省令第 171号） 

第１章 総則 

（指定障害福祉サービス事業者の一般原則）  

第３条  指定障害福祉サービス事業者（第３章から第５章まで及び第８章から第１４章までに掲げる

事業を行うものに限る。）は、利用者の意向、適性、障害の特性その他の事情を踏まえた計画（以下

「個別支援計画」という。）を作成し、これに基づき利用者に対して指定障害福祉サービスを提供す

るとともに、その効果について継続的な評価を実施することその他の措置を講ずることにより利用者

に対して適切かつ効果的に指定障害福祉サービスを提供しなければならない。  

２  指定障害福祉サービス事業者は、利用者又は障害児の保護者の意思及び人格を尊重して、常に当

該利用者又は障害児の保護者の立場に立った指定障害福祉サービスの提供に努めなければならない。  

３  指定障害福祉サービス事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、責任者を設置す

る等必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講ずるよう

努めなければならない。 

第２章 居宅介護、重度訪問介護、同行援護及び行動援護 

（提供拒否の禁止）  

第１１条  指定居宅介護事業者は、正当な理由がなく、指定居宅介護の提供を拒んではならない。 

第３章 療養介護 以降は、第１１条の準用規定あり 

※指定障害者支援施設等、指定地域相談支援の事業、指定計画相談支援の事業について同様の規定有。 

 

◆障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事

業等の人員、設備及び運営に関する基準について(平成 18年 12月 6日)(障発第 1206001号) 

 (各都道府県知事あて厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知) 

第３ 居宅介護、重度訪問介護、同行援護及び行動援護 

(3) 提供拒否の禁止(基準第 11 条) 

 指定居宅介護事業者は、原則として、利用申込みに対して応じなければならないことを規定したもの

であり、特に、障害程度区分や所得の多寡を理由にサービスの提供を拒否することを禁止するものであ

る。提供を拒むことのできる正当な理由がある場合とは、 

 ① 当該事業所の現員からは利用申込みに応じきれない場合 

 ② 利用申込者の居住地が当該事業所の通常の事業の実施地域外である場合 

 ③ 当該事業所の運営規程において主たる対象とする障害の種類を定めている場合であって、これに

該当しない者から利用申込みがあった場合、その他利用申込者に対し自ら適切な指定居宅介護を提

供することが困難な場合 

 ④ 入院治療が必要な場合  である。 

 

◆児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準(平成 24年 2月 3日) 

(厚生労働省令第 15号) 

(提供拒否の禁止) 

 第１４条 指定児童発達支援事業者は、正当な理由がなく、指定児童発達支援の提供を拒んではなら

ない。 
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◆「児童福祉法に基づく指定通所支援の事業の人員、設備及び運営に関する基準について」等の一部改

正について(平成 27年 3月 31日)(障発 0331第 26号) 

 (各都道府県知事・各指定都市市長・各児童相談所設置市市長あて厚生労働省社会・援護局障害保健福

祉部長通知) 

 (4) 提供拒否の禁止(基準第 14条) 

指定児童発達支援事業者は、原則として、利用申込みに対して応じなければならないことを規定した

ものであり、特に、障害の程度や所得の多寡を理由にサービスの提供を拒否することを禁止するもの

である。提供を拒むことができる正当な理由がある場合とは、 

① 当該事業の利用定員を超える利用申込みがあった場合 

② 入院治療の必要がある場合 

③ 当該指定児童発達支援事業所が提供する指定児童発達支援の主たる対象とする障害の種類が異

なる場合、その他障害児に対し自ら適切な指定児童発達支援を提供することが困難な場合等である。 

 

◆児童福祉法に基づく指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関する基準 

 (平成 24年 2月 3日)(厚生労働省令第 16号) 

(提供拒否の禁止) 

 第７条 指定福祉型障害児入所施設は、正当な理由がなく、指定入所支援の提供を拒んではならない。 

 

◆児童福祉法に基づく指定知的障害児施設等の人員、設備及び運営に関する基準について 

 (平成 19年 2月 14日)(障発第 0214004号) 

 (各都道府県知事・各指定都市市長・各児童相談所設置市市長あて厚生労働省社会・援護局障害保健福

祉部長通知) 

(2) 提供拒否の禁止(基準第 10条) 

指定知的障害児施設は、原則として、利用申込みに対して応じなければならないことを規定したもの

であり、特に、障害の程度や所得の多寡を理由にサービスの提供を拒否することを禁止するものである。  

提供を拒むことができる正当な理由がある場合とは、 

① 当該施設の利用定員を超える利用申込みがあった場合 

② 入院治療の必要がある場合 

③ その他障害児に対し自ら適切な指定施設支援を提供することが困難な場合等である。 

 

◆特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準(平成 26年 4月 30日) 

 (内閣府令第 39号) 

(利用申込みに対する正当な理由のない提供拒否の禁止等) 

 第６条 特定教育・保育施設は、支給認定保護者から利用の申込みを受けたときは、正当な理由がな

ければ、これを拒んではならない。 

 

◆障害者差別解消法ガイドライン（平成２７年８月５日厚生労働省ヒアリング資料より） 

福祉事業者向けガイドライン（抜粋） 

第３ 障害を理由とする不当な差別的取扱い及び合理的配慮の例 

（１）不当な差別的取扱いと考えられる例 

事業者が福祉サービスを提供するに際して、次のような取扱いをすることは「不当な差別的取扱い」
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となるおそれがあります。 

ここに記載する事例はあくまで例示であり、これに限られるものではありません。また、客観的にみ

て正当な理由が存在する場合（第２（１）②参照）は、不当な差別的取扱いに該当しない場合があるこ

とにご留意ください。 

○サービスの利用を拒否すること 

・ 人的体制、設備体制が整っており、対応可能であるにもかかわらず、医療的ケアの必要な障害者、

重度の障害者、多動の障害者の福祉サービスの利用を拒否すること 

・ 身体障害者補助犬の同伴を拒否すること 

○サービスの利用を制限すること（場所・時間帯などの制限）・ 正当な理由なく、対応を後回しにする

こと、サービス提供時間を限定すること 

・ 正当な理由なく、他の者とは別室での対応を行うなど、サービス提供場所を限定すること 

・ サービスの利用に必要な情報提供を行わないこと 

○サービスの利用に際し条件を付すこと（障害のない者には付さない条件を付すこと） 

・ 保護者や介助者の同伴をサービスの利用条件とすること 

・ サービスの利用にあたって、他の利用者と異なる手順を課すこと（仮利用期間を設ける、他の利用

者の同意を求めるなど） 

○サービスの利用・提供にあたって、他の者とは異なる取扱いをすること 

・ 正当な理由なく、行事、娯楽等への参加を制限すること 

・ 正当な理由なく、年齢相当のクラスに所属させないこと 

・ 本人を無視して、介助者や付き添い者のみに話しかけること 

・ 正当な理由なく、本人又はその家族等の意思（障害のある方の意思を確認することが困難な場合に

限る。）に反したサービス（施設への入所など）を行うこと 

 

【医療を提供する場合】 

◆医師法（昭和 23年 7月 30日法律第 201号）（抜粋） 

第１９条  診療に従事する医師は、診察治療の求があつた場合には、正当な事由がなければ、これを

拒んではならない。  

 

◆歯科医師法（（昭和 23年 7月 30日法律第 202号）（抜粋） 

第１９条  診療に従事する歯科医師は、診察治療の求があつた場合には、正当な事由がなければ、こ

れを拒んではならない。  

 

◆医療法・医師法解（厚生省健康政策局編 1994年） 

 「正当な事由」がある場合とは、医師の病気により診療が不可能な場合、休日･夜間診療所等による急

患診療が確保されている地域で休日、夜間など通常の診療時間以外の時間に来院した患者（症状が重篤

である等直ちに必要な応急の措置を施さねば生命､身体に重大な影響が及ぶおそれがある患者を除く｡）

に対して休日･夜間診療等で診療を受けるよう指示する場合等社会通念上妥当と認められる場合に限ら

れるのであって、患者の再三の求めにもかかわらず、単に軽度の疲労の程度をもってこれを拒絶するこ

と等は本条の義務違反を構成する。 
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◆精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和 25年 5月 1日法律第 123号）（抜粋） 

 第２０条  精神科病院の管理者は、精神障害者を入院させる場合においては、本人の同意に基づい

て入院が行われるように努めなければならない。 

（都道府県知事による入院措置）  

第２９条  都道府県知事は、第２７条の規定による診察の結果、その診察を受けた者が精神障害者で

あり、かつ、医療及び保護のために入院させなければその精神障害のために自身を傷つけ又は他人に

害を及ぼすおそれがあると認めたときは、その者を国等の設置した精神科病院又は指定病院に入院さ

せることができる。  

２  前項の場合において都道府県知事がその者を入院させるには、その指定する二人以上の指定医の

診察を経て、その者が精神障害者であり、かつ、医療及び保護のために入院させなければその精神障

害のために自身を傷つけ又は他人に害を及ぼすおそれがあると認めることについて、各指定医の診察

の結果が一致した場合でなければならない。  

３  都道府県知事は、第１項の規定による措置を採る場合においては、当該精神障害者に対し、当該

入院措置を採る旨、第３８条の４の規定による退院等の請求に関することその他厚生労働省令で定め

る事項を書面で知らせなければならない。  

４  国等の設置した精神科病院及び指定病院の管理者は、病床（病院の一部について第１９条の８の

指定を受けている指定病院にあつてはその指定に係る病床）に既に第１項又は次条第１項の規定によ

り入院をさせた者がいるため余裕がない場合のほかは、第１項の精神障害者を入院させなければなら

ない。 

（医療保護入院）  

第３３条  精神科病院の管理者は、次に掲げる者について、その家族等のうちいずれかの者の同意が

あるときは、本人の同意がなくてもその者を入院させることができる。  

一  指定医による診察の結果、精神障害者であり、かつ、医療及び保護のため入院の必要がある者で

あつて当該精神障害のために第２０条の規定による入院が行われる状態にないと判定されたもの  

二  第３４条第１項の規定により移送された者 

 

◆心神喪失者等医療観察法（平成 15年 7月 16日法律第 110号）（抜粋） 

（入院等の決定）  

第４２条  裁判所は、第３３条第１項の申立てがあった場合は、第３７条第１項に規定する鑑定を基

礎とし、かつ、同条第３項に規定する意見及び対象者の生活環境を考慮し、次の各号に掲げる区分に

従い、当該各号に定める決定をしなければならない。  

一  対象行為を行った際の精神障害を改善し、これに伴って同様の行為を行うことなく、社会に復帰

することを促進するため、入院をさせてこの法律による医療を受けさせる必要があると認める場合 

医療を受けさせるために入院をさせる旨の決定  

二  前号の場合を除き、対象行為を行った際の精神障害を改善し、これに伴って同様の行為を行うこ

となく、社会に復帰することを促進するため、この法律による医療を受けさせる必要があると認める

場合 入院によらない医療を受けさせる旨の決定  

三  前２号の場合に当たらないとき この法律による医療を行わない旨の決定  

（入院等）  

第４３条  前条第１項第１号の決定を受けた者は、厚生労働大臣が定める指定入院医療機関において、

入院による医療を受けなければならない。 
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◆障害者差別解消法ガイドライン（平成 27年 8月 5日厚生労働省ヒアリング資料より） 

医療関係事業者向けガイドライン（抜粋） 

第３ 障害を理由とする不当な差別的取扱い及び合理的配慮の例 

（１）不当な差別的取扱いと考えられる例 

事業者が医療分野のサービスを提供するに際して、次のような取扱いをすることは「不当な差別的取

扱い」となるおそれがあります。 

ここに記載する事例はあくまで例示であり、これに限られるものではありません。また、客観的にみて

正当な理由が存在する場合（第２（１）②参照）は、不当な差別的取扱いに該当しない場合があること

にご留意ください。 

○サービスの提供を拒否すること 

・ 医療機関や薬局において、人的体制、設備体制が整っており、対応可能であるにもかかわらず、障

害があることを理由に診療・入院・調剤等を拒否すること 

・ 医療機関や薬局内に、身体障害者補助犬を同伴することを拒否すること 

○サービスの提供を制限すること（場所・時間帯などの制限） 

・ 正当な理由なく、診察などを後回しにすること、サービス提供時間を限定すること 

・ 正当な理由なく、診察室や病室の制限を行うこと 

・ 医療の提供に際して必要な情報提供を行わないこと 

○サービスの提供に際し条件を付すこと（障害のない者には付さない条件を付すこと） 

・ 正当な理由なく、保護者や介助者の同伴を診察・治療・調剤等の条件とすること 

○サービスの提供にあたって、他の者とは異なる取扱いをすること 

・ 正当な理由なく、本人（本人の意思を確認することが困難な場合は家族等）の意思に反した医療の

提供を行うこと 

・ 正当な理由なく、病院や施設が行う行事等への参加や共用設備の利用を制限すること 

・ 本人を無視して、介助者や付き添い者のみに話しかけること 

・ 大人の患者に対して、幼児の言葉で接すること 

・ わずらわしそうな態度や、患者を傷つけるような言葉をかけること 

・ 診療等にあたって患者の身体への丁寧な扱いを怠ること 

 

【商品又はサービスを提供する場合】 

◆旅館業法（昭和 23年 7月 12日法律第 138号） 

第５条  営業者は、左の各号の一に該当する場合を除いては、宿泊を拒んではならない。  

一  宿泊しようとする者が伝染性の疾病にかかつていると明らかに認められるとき。  

二  宿泊しようとする者がとばく、その他の違法行為又は風紀を乱す行為をする虞があると認めら

れるとき。  

三  宿泊施設に余裕がないときその他都道府県が条例で定める事由があるとき。 

 

◆宮城県旅館業法施行条例（昭和 33年 4月 1日）宮城県条例第 8号 

(宿泊を拒むことができる事由) 

 第８条 法第５条第３号の規定による宿泊を拒むことができる事由は、宿泊しようとする者が泥酔等

により他の宿泊者に著しい迷惑を及ぼすおそれがあると認められるときとする 
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◆公衆浴場法（昭和 23年 7月 12日法律第 139号） 

第４条  営業者は伝染性の疾病にかかつている者と認められる者に対しては、その入浴を拒まなけ

ればならない。但し、省令の定めるところにより、療養のために利用される公衆浴場で、都道府県

知事の許可を受けたものについては、この限りでない。 

第５条  入浴者は、公衆浴場において、浴そう内を著しく不潔にし、その他公衆衛生に害を及ぼす

虞のある行為をしてはならない。  

２  営業者又は公衆浴場の管理者は、前項の行為をする者に対して、その行為を制止しなければな

らない。 

 

◆美容業の振興指針（平成 21年厚生労働省告示第 38号） 

（平成 26年 3月 13日）（厚生労働省告示第 74号） 

第五 営業の振興に際し配慮すべき事項  

  美容業においては、他の生活衛生関係営業と同様に、衛生水準の確保と経営の安定のみならず、営業

者の社会的責任として環境の保全や省エネルギーの強化に努めるとともに、時代の要請である少子・高

齢化社会等への対応、地域との共生、東日本大震災への対応といった課題に応えていくことが要請され

る。個々の営業者の取組が中心となる課題と、関係者が営業者を支援することで推進が図られる課題と

がある。こうした課題に適切に対応することを通じて、地域社会に確固たる位置づけを確保することが

期待される。  

一 少子・高齢化社会等への対応  

  １ 営業者に期待される役割  

    営業者は、高齢者や障害者、子育て・共働き世帯が住み慣れた地域社会で安心かつ充実した日常生

活を営むことができるよう、以下に掲げる事項を中心に積極的な取組に努めること。  

    (1) バリアフリー対策の積極的な取組  

    (2) 在宅や施設への訪問美容  

    (3) 高齢者や障害者に配慮した美容施術の開発  

    (4) 子供連れの顧客に対応した店内設備等の改善  

    (5) 身体障害者補助犬を同伴する身体障害者等への適切な対応  

    (6) 高齢者、障害者、妊産婦等にやさしい環境の整備  

    (7) 従業員に対する教育及び研修の充実・強化  

    (8) 従業者の育児支援  

    (9) 地域社会とのつながりを強化する観点も含めた地域の高齢者・障害者等の積極的雇用の推進 

 

◆ 障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針（閣議決定・平成 27年 2月 24日） 

２ 不当な差別的取扱い 

（１）不当な差別的取扱いの基本的な考え方 

ア  法は、障害者に対して、正当な理由なく、障害を理由として、財・サービスや各種機会の提供を

拒否する又は提供に当たって場所・時間帯などを制限する、障害者でない者に対しては付さない条

件を付けることなどにより、障害者の権利利益を侵害することを禁止している。 

なお、障害者の事実上の平等を促進し、又は達成するために必要な特別の措置は、不当な差別的

取扱いではない。 
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◆経済産業省所管事業分野における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応指針案 

（平成 27年 8月 14日経済産業省パブリックコメント用資料） 

１ 不当な差別的取扱いに当たり得る具体例 

※以下具体例については、本文第二の１（２）で示す正当な理由が存在しないことを前提としている

こと、さらに、それらはあくまでも例示であり、記載されている具体例だけに限られるものではない。 

○ 障害があることを理由に以下を行うこと。 

・窓口対応を拒否する。 

・対応の順序を劣後させる。 

・資料の送付、パンフレットの提供等を拒む。 

・説明会、シンポジウム等への出席を拒む。 

○ 事業の遂行上、特に必要ではないにもかかわらず、障害があることを理由に、来訪の際に付き添い

者の同行を求める等の条件を付ける。 

 

◆国土交通省所管事業分野における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応指針案 

（平成 27年 8月 10日国土交通省パブリックコメント用資料） 

【旅行業関係】 

１ 対象事業 

旅行業（旅行業法（昭和 27 年法律第 239 号）第２条第１項に規定する旅行業及び同条第２項に規

定する旅行業者代理業をいう。）を対象とする。 

なお、旅行業とは、旅行者と運送機関、宿泊施設、飲食施設その他の観光関連施設（以下、総称し

て「運送機関等」という。）との間に入り、旅行者が、運送機関等による運送、宿泊、飲食その他の

観光に関連するサービス（以下「運送等サービス」という。）の提供を受けられるよう、ツアーの企

画、運送等サービスの手配等を行う事業であり、自ら運送等サービスを提供する事業ではない。 

以下では、旅行業にかかる「不当な差別的取扱い」及び「合理的配慮」の具体例を示すが、上記の

旅行業の内容から、旅行中に利用される運送等サービスそのものにかかる「不当な差別的取扱い」及

び「合理的配慮」の具体例（運送機関等がその主体となる。）についてまで示すものではない。 

２ 具体例 

（１）差別的取扱いの具体例 

① 正当な理由がなく、不当な差別的取扱いにあたると懸念される事例 

・ 障害があるということだけを理由として、障害の状況、ツアー（参加者を募集するパッケージツ

アーを言う。以下同じ。）の内容、介助者の同行の有無にかかわらず、一律に、ツアーへの参加を

拒否したり、旅程の一部に制限を加える。 

・ ツアーの内容、障害の状況、介助者の同行の有無に照らし、当該障害者がツアーに参加しても、

ツアーの安全かつ円滑な実施に支障が生じるおそれがないにもかかわらず、ツアーへの参加を拒否

したり、旅程の一部に制限を加える。なお、「ツアーの安全かつ円滑な実施に支障が生じる」場合

とは、ツアー中の参加者全員（障害者本人を含む。）の安全を確保できない場合や、いずれかの参

加者に対し旅程どおりのサービスを提供できなくなる場合等を指し、以下においても同様である。 

・ 障害者について、ツアー中の介助、補助その他の支援措置が必要ない、又は、支援措置が必要で

あるとしても、添乗員等において対応可能な医学的、専門的知識を要しない軽微な措置で足りるに

もかかわらず、一律に、ツアーへの参加を拒否したり、旅程の一部に制限を加える、又は、介助者

の同行をツアー参加の条件とする。 
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・ 障害者が、車椅子の使用、身体障害者補助犬法に基づく盲導犬、聴導犬、介助犬（以下、「身体

障害者補助犬」という。）の同伴、特別食の準備等、ツアー参加に当たり必要となる条件、措置を

旅行申込み時に申告しているにもかかわらず、ツアー中に利用する運送機関等における対応の可否、

旅程への影響の有無、及び、他の参加者への影響の有無を確認することなく、一律に、ツアーへの

参加を拒否したり、旅程の一部に制限を加える、又は、障害者が必要とする条件、措置を拒否する。 

② 障害を理由としない、又は、正当な理由があるため、不当な差別的取扱いにあたらないと考えら

れる事例 

・ ツアーを安全かつ円滑に実施するために必要となる運送等サービスをやむを得ず手配できない場

合に、ツアーへの参加を拒否する、又は、旅程の一部に制限を加える。 

・ ツアーの内容、障害の状況、介助者の同行の有無に照らし、ツアーの安全かつ円滑な実施に支障

が生じることが明白である場合に、ツアーへの参加を拒否する、又は、旅程の一部に制限を加える。 

・ 障害者について、ツアー中に、添乗員等において対応可能な医学的、専門的知識を要しない軽微

な措置を超える介助、補助その他の支援措置が必要となるにもかかわらず、障害者が、介助者の同

伴を拒絶する場合に、ツアーへの参加を拒否する、又は、旅程の一部に制限を加える。 

・ 障害者から、障害の状況や必要とする条件、措置について、旅行申込み時に申告がなく、事前に、

運送機関等における対応の可否、旅程への影響の有無、又は、他の参加者への影響の有無を確認す

ることができず、当該障害者がツアーに参加した場合に、ツアーの安全かつ円滑な実施に支障が生

じるおそれがあるかどうかの判断が困難である場合に、ツアーへの参加を拒否する、又は、旅程の

一部に制限を加える。 

・ 障害者から旅行の申込みがあった際、旅行契約を締結するかどうかを判断するまでの間に、ツア

ー中に利用する運送機関等における対応の可否、旅程への影響の有無、及び、他の参加者への影響

の有無を確認し、当該障害者がツアーに参加した場合にツアーの安全かつ円滑な実施に支障が生じ

るおそれがあるかどうかを判断するための時間を設ける。 

 

【教育を行う場合】 

◆教育基本法（平成 18年 12月 23日法律第 120号） 

（教育の機会均等）  

第４条  すべて国民は、ひとしく、その能力に応じた教育を受ける機会を与えられなければならず、

人種、信条、性別、社会的身分、経済的地位又は門地によって、教育上差別されない。  

２  国及び地方公共団体は、障害のある者が、その障害の状態に応じ、十分な教育を受けられるよう、

教育上必要な支援を講じなければならない。  

３  国及び地方公共団体は、能力があるにもかかわらず、経済的理由によって修学が困難な者に対し

て、奨学の措置を講じなければならない。 

 

◆学校教育法（昭和 23年 3月 31日法律第 26号）（抜粋） 

第１条  この法律で、学校とは、幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、

大学及び高等専門学校とする。 

第１６条  保護者（子に対して親権を行う者（親権を行う者のないときは、未成年後見人）をいう。

以下同じ。）は、次条に定めるところにより、子に九年の普通教育を受けさせる義務を負う。  

第１７条  保護者は、子の満六歳に達した日の翌日以後における最初の学年の初めから、満十二歳に

達した日の属する学年の終わりまで、これを小学校又は特別支援学校の小学部に就学させる義務を負
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う。ただし、子が、満十二歳に達した日の属する学年の終わりまでに小学校又は特別支援学校の小学

部の課程を修了しないときは、満十五歳に達した日の属する学年の終わり（それまでの間において当

該課程を修了したときは、その修了した日の属する学年の終わり）までとする。  

○２  保護者は、子が小学校又は特別支援学校の小学部の課程を修了した日の翌日以後における最

初の学年の初めから、満十五歳に達した日の属する学年の終わりまで、これを中学校、中等教育学

校の前期課程又は特別支援学校の中学部に就学させる義務を負う。  

○３  前２項の義務の履行の督促その他これらの義務の履行に関し必要な事項は、政令で定める。  

第１８条  前条第１項又は第二項の規定によつて、保護者が就学させなければならない子（以下それ

ぞれ「学齢児童」又は「学齢生徒」という。）で、病弱、発育不完全その他やむを得ない事由のため、

就学困難と認められる者の保護者に対しては、市町村の教育委員会は、文部科学大臣の定めるところ

により、同条第１項又は第２項の義務を猶予又は免除することができる。 

第８０条  都道府県は、その区域内にある学齢児童及び学齢生徒のうち、視覚障害者、聴覚障害者、

知的障害者、肢体不自由者又は病弱者で、その障害が第７５条の政令で定める程度のものを就学させ

るに必要な特別支援学校を設置しなければならない。  

第８１条  幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び中等教育学校においては、次項各号のいずれかに

該当する幼児、児童及び生徒その他教育上特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対し、文部

科学大臣の定めるところにより、障害による学習上又は生活上の困難を克服するための教育を行うも

のとする。  

○２  小学校、中学校、高等学校及び中等教育学校には、次の各号のいずれかに該当する児童及び

生徒のために、特別支援学級を置くことができる。  

一  知的障害者  

二  肢体不自由者  

三  身体虚弱者  

四  弱視者  

五  難聴者  

六  その他障害のある者で、特別支援学級において教育を行うことが適当なもの  

○３  前項に規定する学校においては、疾病により療養中の児童及び生徒に対して、特別支援学級

を設け、又は教員を派遣して、教育を行うことができる。 

 

◆学校教育法施行令（昭和 28年 10月 31日政令第 340号） 

（入学期日等の通知、学校の指定）  

第５条  市町村の教育委員会は、就学予定者（法第１７条第１項 又は第２項 の規定により、翌学年

の初めから小学校、中学校、中等教育学校又は特別支援学校に就学させるべき者をいう。以下同じ。）

のうち、認定特別支援学校就学者（視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者

（身体虚弱者を含む。）で、その障害が、第２２条の３の表に規定する程度のもの（以下「視覚障害

者等」という。）のうち、当該市町村の教育委員会が、その者の障害の状態、その者の教育上必要な

支援の内容、地域における教育の体制の整備の状況その他の事情を勘案して、その住所の存する都道

府県の設置する特別支援学校に就学させることが適当であると認める者をいう。以下同じ。）以外の

者について、その保護者に対し、翌学年の初めから二月前までに、小学校又は中学校の入学期日を通

知しなければならない。  
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２  市町村の教育委員会は、当該市町村の設置する小学校又は中学校（法第７１条 の規定により高

等学校における教育と一貫した教育を施すもの（以下「併設型中学校」という。）を除く。以下この

項、次条第７号、第６条の３第１項、第７条及び第８条において同じ。）が二校以上ある場合におい

ては、前項の通知において当該就学予定者の就学すべき小学校又は中学校を指定しなければならない。  

３  前２項の規定は、第９条第１項又は第１７条の届出のあつた就学予定者については適用しない。  

第６条  前条の規定は、次に掲げる者について準用する。この場合において、同条第１項中「翌学年

の初めから二月前までに」とあるのは、「速やかに」と読み替えるものとする。  

一  就学予定者で前条第１項に規定する通知の期限の翌日以後に当該市町村の教育委員会が作成し

た学齢簿に新たに記載されたもの又は学齢児童若しくは学齢生徒でその住所地の変更により当該

学齢簿に新たに記載されたもの（認定特別支援学校就学者及び当該市町村の設置する小学校又は中

学校に在学する者を除く。）  

二  次条第２項の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒  

三  第６条の３第２項の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒（同条第３項の通知に係る学齢児童及

び学齢生徒を除く。）  

四  第１０条又は第１８条の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒（認定特別支援学校就学者を除く。）  

五  第１２条第１項の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒のうち、認定特別支援学校就学者の認定

をした者以外の者（同条第３項の通知に係る学齢児童及び学齢生徒を除く。）  

六  第１２条の２第１項の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒のうち、認定特別支援学校就学者の

認定をした者以外の者（同条第３項の通知に係る学齢児童及び学齢生徒を除く。）  

七  小学校又は中学校の新設、廃止等によりその就学させるべき小学校又は中学校を変更する必要

を生じた児童生徒等  

第６条の２  特別支援学校に在学する学齢児童又は学齢生徒で視覚障害者等でなくなつたものがある

ときは、当該学齢児童又は学齢生徒の在学する特別支援学校の校長は、速やかに、当該学齢児童又は

学齢生徒の住所の存する都道府県の教育委員会に対し、その旨を通知しなければならない。  

２  都道府県の教育委員会は、前項の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒について、当該学齢児童

又は学齢生徒の住所の存する市町村の教育委員会に対し、速やかに、その氏名及び視覚障害者等でな

くなつた旨を通知しなければならない。  

第６条の３  特別支援学校に在学する学齢児童又は学齢生徒でその障害の状態、その者の教育上必要

な支援の内容、地域における教育の体制の整備の状況その他の事情の変化により当該学齢児童又は学

齢生徒の住所の存する市町村の設置する小学校又は中学校に就学することが適当であると思料する

もの（視覚障害者等でなくなつた者を除く。）があるときは、当該学齢児童又は学齢生徒の在学する

特別支援学校の校長は、速やかに、当該学齢児童又は学齢生徒の住所の存する都道府県の教育委員会

に対し、その旨を通知しなければならない。  

２  都道府県の教育委員会は、前項の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒について、当該学齢児童

又は学齢生徒の住所の存する市町村の教育委員会に対し、速やかに、その氏名及び同項の通知があつ

た旨を通知しなければならない。  

３  市町村の教育委員会は、前項の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒について、当該特別支援学

校に引き続き就学させることが適当であると認めたときは、都道府県の教育委員会に対し、速やかに、

その旨を通知しなければならない。  

４  都道府県の教育委員会は、前項の通知を受けたときは、第１項の校長に対し、速やかに、その

旨を通知しなければならない。  
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第６条の４  学齢児童及び学齢生徒のうち視覚障害者等で小学校、中学校又は中等教育学校に在学す

るもののうち視覚障害者等でなくなつたものがあるときは、その在学する小学校、中学校又は中等教

育学校の校長は、速やかに、当該学齢児童又は学齢生徒の住所の存する市町村の教育委員会に対し、

その旨を通知しなければならない。 

（特別支援学校への就学についての通知）  

第１１条  市町村の教育委員会は、第２条に規定する者のうち認定特別支援学校就学者について、都

道府県の教育委員会に対し、翌学年の初めから三月前までに、その氏名及び特別支援学校に就学させ

るべき旨を通知しなければならない。  

２  市町村の教育委員会は、前項の通知をするときは、都道府県の教育委員会に対し、同項の通知

に係る者の学齢簿の謄本（第１条第３項の規定により磁気ディスクをもつて学齢簿を調製している市

町村の教育委員会にあつては、その者の学齢簿に記録されている事項を記載した書類）を送付しなけ

ればならない。  

３  前２項の規定は、第９条第１項又は第１７条の届出のあつた者については、適用しない。  

第１１条の２  前条の規定は、小学校に在学する学齢児童のうち視覚障害者等で翌学年の初めから特

別支援学校の中学部に就学させるべき者として認定特別支援学校就学者の認定をしたものについて

準用する。  

第１１条の３  第１１条の規定は、第２条の規定により文部科学省令で定める日の翌日以後の住所地

の変更により当該市町村の教育委員会が作成した学齢簿に新たに記載された児童生徒等のうち認定

特別支援学校就学者について準用する。この場合において、第１１条第１項中「翌学年の初めから三

月前までに」とあるのは、「翌学年の初めから三月前までに（翌学年の初日から三月前の応当する日

以後に当該学齢簿に新たに記載された場合にあつては、速やかに）」と読み替えるものとする。  

２  第１１条の規定は、第１０条又は第１８条の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒のうち認定特

別支援学校就学者について準用する。この場合において、第１１条第１項中「翌学年の初めから三月

前までに」とあるのは、「速やかに」と読み替えるものとする。  

第１２条  小学校、中学校又は中等教育学校に在学する学齢児童又は学齢生徒で視覚障害者等になつ

たものがあるときは、当該学齢児童又は学齢生徒の在学する小学校、中学校又は中等教育学校の校長

は、速やかに、当該学齢児童又は学齢生徒の住所の存する市町村の教育委員会に対し、その旨を通知

しなければならない。  

２  第１１条の規定は、前項の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒のうち認定特別支援学校就学者

の認定をした者について準用する。この場合において、同条第１項中「翌学年の初めから三月前まで

に」とあるのは、「速やかに」と読み替えるものとする。  

３  第１項の規定による通知を受けた市町村の教育委員会は、同項の通知を受けた学齢児童又は学

齢生徒について現に在学する小学校、中学校又は中等教育学校に引き続き就学させることが適当であ

ると認めたときは、同項の校長に対し、その旨を通知しなければならない。  

第１２条の２  学齢児童及び学齢生徒のうち視覚障害者等で小学校、中学校又は中等教育学校に在学

するもののうち、その障害の状態、その者の教育上必要な支援の内容、地域における教育の体制の整

備の状況その他の事情の変化によりこれらの小学校、中学校又は中等教育学校に就学させることが適

当でなくなつたと思料するものがあるときは、当該学齢児童又は学齢生徒の在学する小学校、中学校

又は中等教育学校の校長は、当該学齢児童又は学齢生徒の住所の存する市町村の教育委員会に対し、

速やかに、その旨を通知しなければならない。  

２  第１１条の規定は、前項の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒のうち認定特別支援学校就学者
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の認定をした者について準用する。この場合において、同条第１項中「翌学年の初めから三月前まで

に」とあるのは、「速やかに」と読み替えるものとする。  

３  第１項の規定による通知を受けた市町村の教育委員会は、同項の通知を受けた学齢児童又は学

齢生徒について現に在学する小学校、中学校又は中等教育学校に引き続き就学させることが適当であ

ると認めたときは、同項の校長に対し、その旨を通知しなければならない。 

第１８条の２  市町村の教育委員会は、児童生徒等のうち視覚障害者等について、第５条（第６条（第

２号を除く。）において準用する場合を含む。）又は第１１条第１項（第１１条の２、第１１条の３、

第１２条第２項及び第１２条の２第２項において準用する場合を含む。）の通知をしようとするとき

は、その保護者及び教育学、医学、心理学その他の障害のある児童生徒等の就学に関する専門的知識

を有する者の意見を聴くものとする。 

 

◆文部科学省所管事業分野における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応指針案（抜粋） 

（平成 27年 8月 19日文部科学省パブリックコメント用資料） 

第２ 不当な差別的取扱い及び合理的配慮の基本的な考え方 

１ 不当な差別的取扱い 

（１）不当な差別的取扱いの基本的な考え方 

関係事業者は、法第８条第１項の規定のとおり、その事業を行うに当たり、障害を理由として障害

者でない者と不当な差別的取扱いをすることにより、障害者の権利利益を侵害してはならない。 

ア 法が禁止する障害者の権利利益の侵害とは、障害者に対して、正当な理由なく、障害を理由とし

て、財・サービスや各種機会の提供を拒否する又は提供に当たって場所・時間帯などを制限する、障

害者でない者に対しては付さない条件を付すことなどによる権利利益の侵害である。 

なお、障害者の事実上の平等を促進し、又は達成するために必要な特別の措置は、法第８条第１項

に規定する不当な差別的取扱い（以下単に「不当な差別的取扱い」という。）ではない。 

 

不当な差別的取扱い、合理的配慮等の具体例 

１ 不当な差別的取扱いに当たり得る具体例 

障害者であることのみを理由として、以下の取扱いを行うこと。 

○学校、社会教育施設、スポーツ施設、文化施設等において、窓口対応を拒否し、又は対応の順序を

劣後させること。 

○資料の送付、パンフレットの提供、説明会やシンポジウムへの出席等を拒むこと。 

○社会教育施設、スポーツ施設、文化施設等やそれらのサービスの利用をさせないこと。 

○学校への入学の出願の受理、受験、入学、授業等の受講や研究指導、実習等校外教育活動、入寮、

式典参加を拒むことや、これらを拒まない代わりとして正当な理由のない条件を付すこと。 

○試験等において合理的配慮の提供を受けたことを理由に、当該試験等の結果を学習評価の対象から

除外したり、評価において差を付けたりすること。 

 

【不特定多数の者の利用に供されている建物又は公共交通機関を利用する場合】 

◆地方自治法（昭和 22年 4月 17日法律第 67号） 

（公の施設）  

第２４４条  普通地方公共団体は、住民の福祉を増進する目的をもつてその利用に供するための施設

（これを公の施設という。）を設けるものとする。  
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２  普通地方公共団体（次条第３項に規定する指定管理者を含む。次項において同じ。）は、正当な

理由がない限り、住民が公の施設を利用することを拒んではならない。  

３  普通地方公共団体は、住民が公の施設を利用することについて、不当な差別的取扱いをしては

ならない。 

 

◆鉄道営業法（明治 33年 3月 16日法律第 65号） 

第４条  伝染病患者ハ国土交通大臣ノ定ムル規程ニ依ルニ非サレハ乗車セシムルコトヲ得ス  

○２ 附添人ナキ重病者ノ乗車ハ之ヲ拒絶スルコトヲ得 

 

◆旅客自動車運送事業運輸規則（昭和 31年 8月 1日運輸省令第 44号） 

（運送の引受け及び継続の拒絶）  

第１３条  一般乗合旅客自動車運送事業者又は一般乗用旅客自動車運送事業者は、次の各号のいず

れかに掲げる者の運送の引受け又は継続を拒絶することができる。  

一  第４９条第４項の規定による制止又は指示に従わない者  

二  第５２条各号に掲げる物品（同条ただし書の規定によるものを除く。）を携帯している者  

三  泥酔した者又は不潔な服装をした者等であつて、他の旅客の迷惑となるおそれのある者  

四  付添人を伴わない重病者  

五  感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 （平成 10 年法律第 114 号）に定め

る一類感染症、二類感染症、新型インフルエンザ等感染症若しくは指定感染症（同法第７条 の規

定に基づき、政令で定めるところにより、同法第１９条 又は第２０条 の規定を準用するものに限

る。）の患者（同法第８条 （同法第７条 において準用する場合を含む。）の規定により一類感染症、

二類感染症、新型インフルエンザ等感染症又は指定感染症の患者とみなされる者を含む。）又は新

感染症の所見がある者 

 

◆道路運送法（昭和 26年 6月 1日法律第 183号） 

（運送引受義務）  

第１３条  一般旅客自動車運送事業者（一般貸切旅客自動車運送事業者を除く。次条において同じ。）

は、次の場合を除いては、運送の引受けを拒絶してはならない。  

一  当該運送の申込みが第１１条第一項の規定により認可を受けた運送約款（標準運送約款と同一

の運送約款を定めているときは、当該運送約款）によらないものであるとき。  

二  当該運送に適する設備がないとき。  

三  当該運送に関し申込者から特別の負担を求められたとき。  

四  当該運送が法令の規定又は公の秩序若しくは善良の風俗に反するものであるとき。  

五  天災その他やむを得ない事由による運送上の支障があるとき。  

六  前各号に掲げる場合のほか、国土交通省令で定める正当な事由があるとき。 

 

◆海上運送法（昭和 24年 6月 1日法律第 187号） 

（運送の引受義務）  

第１２条  一般旅客定期航路事業者は、指定区間においては、次の場合を除いて、旅客、手荷物及

び小荷物の運送並びに自動車航送をする一般旅客定期航路事業者にあつては当該自動車航送を拒

絶してはならない。  
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一  当該運送が法令の規定、公の秩序又は善良の風俗に反するとき。  

二  天災その他やむを得ない事由による運送上の支障があるとき。  

三  当該運送が第九条の規定により認可を受けた運送約款に適合しないとき。  

（不当な差別的取扱いの禁止）  

第１３条  一般旅客定期航路事業者は、旅客、手荷物及び小荷物の運送並びに自動車航送をする一

般旅客定期航路事業者にあつては当該自動車航送をする場合において、特定の利用者に対し、不当

な差別的取扱いをしてはならない。 

 

◆身体障害者補助犬法（平成 14年 5月 29日法律第 49号） 

（国等が管理する施設における身体障害者補助犬の同伴等）  

第７条  国等（国及び地方公共団体並びに独立行政法人（独立行政法人通則法 （平成 11 年法律第

103号）第２条第１項 に規定する独立行政法人をいう。）、特殊法人（法律により直接に設立された

法人又は特別の法律により特別の設立行為をもって設立された法人であって、総務省設置法 （平

成 11年法律第 91号）第４条第１５号 の規定の適用を受けるものをいう。）その他の政令で定める

公共法人をいう。以下同じ。）は、その管理する施設を身体障害者が利用する場合において身体障

害者補助犬（第１２条第１項に規定する表示をしたものに限る。以下この項及び次項並びに次条か

ら第１０条までにおいて同じ。）を同伴することを拒んではならない。ただし、身体障害者補助犬

の同伴により当該施設に著しい損害が発生し、又は当該施設を利用する者が著しい損害を受けるお

それがある場合その他のやむを得ない理由がある場合は、この限りでない。 

（公共交通機関における身体障害者補助犬の同伴）  

第８条  公共交通事業者等（高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律 （平成 18 年

法律第 91 号）第２条第４号 に規定する公共交通事業者等をいう。以下同じ。）は、その管理する

旅客施設（同条第５号 に規定する旅客施設をいう。以下同じ。）及び旅客の運送を行うためその事

業の用に供する車両等（車両、自動車、船舶及び航空機をいう。以下同じ。）を身体障害者が利用

する場合において身体障害者補助犬を同伴することを拒んではならない。ただし、身体障害者補助

犬の同伴により当該旅客施設若しくは当該車両等に著しい損害が発生し、又はこれらを利用する者

が著しい損害を受けるおそれがある場合その他のやむを得ない理由がある場合は、この限りでない。  

（不特定かつ多数の者が利用する施設における身体障害者補助犬の同伴）  

第９条  前２条に定めるもののほか、不特定かつ多数の者が利用する施設を管理する者は、当該施

設を身体障害者が利用する場合において身体障害者補助犬を同伴することを拒んではならない。た

だし、身体障害者補助犬の同伴により当該施設に著しい損害が発生し、又は当該施設を利用する者

が著しい損害を受けるおそれがある場合その他のやむを得ない理由がある場合は、この限りでない。 

 

◆国土交通省所管事業分野における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応指針案 

（平成 27年 8月 10日国土交通省パブリックコメント用資料） 

（４）事前的改善措置と合理的配慮の関係 

・ 法は、不特定多数の障害者を主な対象として行われる事前的改善措置（いわゆるバリアフリー法

に基づく公共施設や交通機関におけるバリアフリー化、意思表示やコミュニケーションを支援する

ためのサービス・介助者等の人的支援及び障害者による円滑な情報の取得・利用・発信のための情

報アクセシビリティの向上等）については、個別の場面において個々の障害者に対して行われる合

理的配慮を的確に行うための環境の整備として実施に努めることとしている。 
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・ このため、各場面における環境の整備の状況により、合理的配慮の内容は異なることとなる。 

・ 合理的配慮を必要とする障害者が多数見込まれる場合や障害者との関係性が長期にわたる場合等

には、その都度の合理的配慮の提供ではなく、事前的改善措置の実施も考慮に入れることにより、

中長期的なコスト削減・効率化につながりうる点は重要である。 

・ なお、社会情勢の変化に伴い、事前的改善措置と合理的配慮の関係が変わりうることにも注意が

必要である。 

【鉄道事業関係】 

１ 対象事業 

鉄道事業法 （昭和 61 年法律第 92 号）による鉄道事業及び軌道法（大正 10 年法律第 76 号）に

よる軌道事業（以下、鉄道事業等という。） 

なお、鉄道事業等は、大量輸送の確保、安全・定時運行という事業特性を帯びており、障害のあ

る方やその周囲の方を含めたすべての旅客に対し、安全で安定した輸送を提供することが求められ

ている。また、鉄道事業等は多くの地域にまたがり、事業者ごとにその運営方法も異なる。 

２ 具体例 

（１）差別的取扱いの具体例 

① 正当な理由がなく、不当な差別的取扱いにあたると懸念される事例 

・ 障害があることのみをもって、乗車を拒否する。 

・ 障害があることのみをもって、乗車できる場所や時間帯を制限し、又は障害者でない者に対して

付さない条件をつける。 

・ 身体障害者補助犬法に基づく盲導犬、聴導犬、介助犬の帯同を理由として乗車を拒否する。 

② 障害を理由としない、又は、正当な理由があるため、不当な差別的取扱いにあたらないと考えら

れる事例 

・ 車いす等を使用して列車に乗車する場合、正当な理由に基づき、必要最低限の利用条件を課す。 

・ 車いす等を利用して列車に乗車する場合、正当な理由に基づき、乗降に時間がかかる。 

【一般乗合旅客自動車運送業関係】 

１ 対象事業 

一般乗合旅客自動車運送事業（道路運送法（昭和 26 年法律第 183 号）第３条第１号イに規定する一

般乗合旅客自動車運送事業）を対象とする。 

２ 具体例 

（１）差別的取扱いの具体例 

① 正当な理由がなく、不当な差別的取扱いにあたると懸念される事例 

・ 障害があることのみをもって、乗車を拒否する。 

・ 運転者が、乗車スペースがあると認識していたにもかかわらず、介助者や他の乗客への協力を依

頼することなく車いす使用者だけ乗車を拒否する。 

・ 車いす使用者に対し、混雑する時間のバス利用を避けてほしいと言う。 

・ 身体障害者補助犬法に基づく盲導犬、聴導犬、介助犬の帯同を理由として乗車を拒否する。 

② 障害を理由としない、又は、正当な理由があるため、不当な差別的取扱いにあたらないと考えら

れる事例 

・ 車内が混雑していて車いすスペースが確保できない場合、車いす使用者に説明した上で発車する。 

・ 低床式車両やリフト付きバスでない場合、運転者ひとりで車いす使用者の安全な乗車を行うこと

は無理と判断し、他の利用者に車内マイクを使って協力をお願いしたが、車内で利用者の協力が得
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られず乗車できない場合、説明をした上で発車する。 

・ 車いすがバスに設置されている固定装置に対応していないため安全性の確保ができない場合、又

は車いすの回転半径が大きく車内でのスムーズな転回が困難な場合は乗車を遠慮してもらう場合

がある。 

【対外旅客定期航路事業関係】 

１ 対象事業 

対外旅客定期航路事業（海上運送法（昭和 24 年法律第 187 号）第 19 条の４に規定する対外旅客定期

航路事業をいう。）を対象とする。 

２ 具体例 

（１）差別的取扱いの具体例 

① 正当な理由がなく、不当な差別的取扱いにあたると懸念される事例 

・ 障害があることを理由に窓口手続きを拒否する。 

・ 障害があることを理由に対応の順序を劣後させる。 

・ 障害のみを理由に単独での乗船を拒否する。 

・ 身体障害者補助犬法に基づく盲導犬、聴導犬、介助犬の帯同を理由として乗船を拒否する。 

② 障害を理由としない、又は、正当な理由があるため、不当な差別的取扱いにあたらないと考えら

れる事例 

・ 健康状態により一人での旅行が不可能と判断される場合、輸送の安全確保の観点から乗船を断る。 

【国内旅客船業関係】 

１ 対象事業 

国内旅客船事業（海上運送法（昭和 24 年法律第 187 号）第３条第１項に規定する一般旅客定期

航路業、同法第 19 条の３第１項に規定する特定旅客定期航路事業及び同法第 21 条第１項に規定す

る旅客不定期航路事業等をいう。）を対象とする。 

なお、国内旅客船事業は、完全な予測が不可能な気象・海象（波、風、潮流、霧など）により船

体性能や操縦方法と無関係に船が動揺し、乗り心地に大きな影響を与える特性を有しており、また、

運航時間、船体規模及び航行区域などにより、事業者毎に船員の配乗体制を含め運営方法が異なる。 

２ 具体例 

（１）差別的取扱いの具体例 

① 正当な理由がなく、不当な差別的取扱いにあたると懸念される事例 

・ 障害があることのみをもって、又は、障害を理由とした単独での乗船を拒否する。 

・ 身体障害者補助犬法に基づく盲導犬、聴導犬、介助犬の帯同を理由として乗船を拒否する。 

・ 船内宿泊の際、個室の予約を断る。 

② 障害を理由としない、又は、正当な理由があるため、不当な差別的取扱いにあたらないと考えら

れる事例 

・ 健康状態により一人での旅行が不可能と判断される場合、輸送の安全確保の観点から乗船を断る。 

・ 乗組員が乗降を補助する必要がある場合において、輸送の安全確保の観点を踏まえた乗組員の運

航業務の都合上、乗下船の順番を前後させる。 

【航空運送業関係】 

 １ 対象事業 

航空運送事業（航空法（昭和 27 年法律第 231 号）第２条第 18 項）等を対象とする。 

２ 具体例 
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（１）差別的取扱いの具体例 

① 正当な理由がなく、不当な差別的取扱いにあたると懸念される事例 

・ 航空旅行に関して特段の支障等がない利用者に対し、診断書の提出を求める。 

・ 安全上の問題などがないにもかかわらず、障害のみを理由に搭乗を拒否する。 

・ 同伴者がいないことを理由に、軽度な歩行困難な利用者の搭乗を拒否する。 

・ 安全上の理由などがなく、座席制限が不要であるにもかかわらず、座席を制限する。 

・ 身体障害者補助犬法に基づく盲導犬、聴導犬、介助犬（以下、「身体障害者補助犬」という。）の

帯同を理由として搭乗を拒否する。 

② 障害を理由としない、又は、正当な理由があるため、不当な差別的取扱いにあたらないと考えら

れる事例 

・ 安全上の理由により、客室乗務員の安全に関する指示が理解できないおそれのある利用者に対し

て付き添いの方の同伴を求める。 

・ 安全上の理由により、当日空港で状況の確認を含めた搭乗手続きに時間を要する。 

・ 車いす使用者および一般の利用者に安全に搭乗・降機してもらうため、車いす使用者に対して、

最初の搭乗および最後の降機を依頼する。 

・ 国土交通省通達により、利用者の安全を確保するため、目、耳、言葉又は足が不自由な利用者も

しくは身体障害者補助犬を同伴される利用者等、緊急脱出時の援助者としてふさわしくないと考え

られる利用者に対して非常口座席の利用を制限する。 

・ 保安上の理由により、障害者を含め全ての利用者を保安検査の対象とする。 

・ 客室乗務員等の本来の業務に付随するものでないため、食事・化粧室の利用などの介助が必要な

利用者に対して、付き添いの方の同伴を求める。ただし、食事は不要である旨利用者より申し出が

あった場合は、食事の介助のための同伴は求めない。 

・ 本来の業務に付随するものでないため、包帯の交換や注射等医療行為は実施しない。 

・ 定時性確保のため、搭乗手続きや保安検査に時間がかかることが予想される利用者には早めに空

港に来てもらう。 

・ 使用機材、空港車両もしくは人員等の理由により、車いすのサイズと重量が搭載の規定範囲を超

えていると判断される場合は、車いすの受託を断る。 

・ 空港要件（エレベーターの有無や天候、車いすの重さなど）によって、飛行機のドア付近での車

いすの受託ならびに返却を断る。 

・ 短時間でのストレッチャーの着脱は不可能であるため、ストレッチャー使用者が希望される搭乗

便の機材上の前後の便が満席であること理由に、搭乗便の変更を依頼する。 

・ ストレッチャーの取り付け可能な空港が限られているため、搭乗便の変更を依頼する。 

 

【不動産の取引を行う場合】 

◆宅地建物取引業法（昭和 27年 6月 10日法律第 176号） 

（宅地建物取引業者の業務処理の原則）  

第３１条  宅地建物取引業者は、取引の関係者に対し、信義を旨とし、誠実にその業務を行なわなけ

ればならない。 

 

◆身体障害者補助犬法（平成 14年 5月 29日法律第 49号）（抜粋） 

（国等が管理する施設における身体障害者補助犬の同伴等）  
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第７条  国等（国及び地方公共団体並びに独立行政法人（独立行政法人通則法 （平成 11 年法律第 103

号）第２条第１項 に規定する独立行政法人をいう。）、特殊法人（法律により直接に設立された法人

又は特別の法律により特別の設立行為をもって設立された法人であって、総務省設置法 （平成 11 年

法律第 91 号）第４条第１５号 の規定の適用を受けるものをいう。）その他の政令で定める公共法人

をいう。以下同じ。）は、その管理する施設を身体障害者が利用する場合において身体障害者補助犬

（第１２条第１項に規定する表示をしたものに限る。以下この項及び次項並びに次条から第１０条ま

でにおいて同じ。）を同伴することを拒んではならない。ただし、身体障害者補助犬の同伴により当

該施設に著しい損害が発生し、又は当該施設を利用する者が著しい損害を受けるおそれがある場合そ

の他のやむを得ない理由がある場合は、この限りでない。  

２  前項の規定は、国等の事業所又は事務所に勤務する身体障害者が当該事業所又は事務所において

身体障害者補助犬を使用する場合について準用する。この場合において、同項ただし書中「身体障害

者補助犬の同伴により当該施設に著しい損害が発生し、又は当該施設を利用する者が著しい損害を受

けるおそれがある場合」とあるのは、「身体障害者補助犬の使用により国等の事業の遂行に著しい支

障が生ずるおそれがある場合」と読み替えるものとする。  

３  第１項の規定は、国等が管理する住宅に居住する身体障害者が当該住宅において身体障害者補助

犬を使用する場合について準用する。 

（住宅における身体障害者補助犬の使用）  

第１１条  住宅を管理する者（国等を除く。）は、その管理する住宅に居住する身体障害者が当該住宅

において身体障害者補助犬を使用することを拒まないよう努めなければならない。 

 

◆国土交通省所管事業分野における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応指針案 

（平成 27年 8月 10日国土交通省パブリックコメント用資料） 

【不動産業関係】 

１ 対象事業 

宅地建物取引業（宅地建物取引業法（昭和 27 年法律第 176 号）第２条第２号に規定する宅地建物

取引業をいう。）を対象とする。 

２ 具体例 

（１）差別的取扱いの具体例 

① 正当な理由がなく、不当な差別的取扱いにあたると懸念される事例 

・ 物件一覧表に「障害者不可」と記載する。 

・ 物件広告に「障害者お断り」として入居者募集を行う。 

・ 宅地建物取引業者（以下「宅建業者」という。）が、障害者に対して、「当社は障害者向け物件は

取り扱っていない」として話も聞かずに門前払いする。 

・ 宅建業者が、賃貸物件への入居を希望する障害者に対して、障害（身体障害、知的障害、精神障

害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害）があることを理由に、賃貸人や家賃債務保証

会社への交渉等、必要な調整を行うことなく仲介を断る。 

・ 宅建業者が、障害者に対して、「火災を起こす恐れがある」等の懸念を理由に、調理器具の使用

状況や介助者の有無等、生活状況を確認し、賃貸人への交渉等、必要な調整をすることなく仲介を

断る。 

・ 宅建業者が、一人暮らしを希望する障害者に対して、一方的に一人暮らしは無理であると判断し

て、生活状況や支援体制の有無等を確認することなく仲介を断る。 
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・ 宅建業者が、車いすで物件の内覧を希望する障害者に対して、車いすでの入室が可能かどうか等、

賃貸人との調整を行わずに内覧を断る。 

・ 宅建業者が、障害者に対し、障害を理由とした誓約書の提出を求める。 

② 障害を理由としない、又は、正当な理由があるため、不当な差別的取扱いにあたらないと考えら

れる事例 

・ 入居申込者が保証人を立てることができない、敷金や礼金の支払い能力がないなど、賃貸契約に

通常必要な条件を満たさない場合に、宅建業者が仲介を断る。 

 

【情報の提供・受領又は意思表示を受ける場合】 

◆障害者基本法（昭和 45年 5月 21日法律第 84号）（抜粋） 

（情報の利用におけるバリアフリー化等）  

第二十二条  国及び地方公共団体は、障害者が円滑に情報を取得し及び利用し、その意思を表示し、

並びに他人との意思疎通を図ることができるようにするため、障害者が利用しやすい電子計算機及び

その関連装置その他情報通信機器の普及、電気通信及び放送の役務の利用に関する障害者の利便の増

進、障害者に対して情報を提供する施設の整備、障害者の意思疎通を仲介する者の養成及び派遣等が

図られるよう必要な施策を講じなければならない。  

２  国及び地方公共団体は、災害その他非常の事態の場合に障害者に対しその安全を確保するため

必要な情報が迅速かつ的確に伝えられるよう必要な施策を講ずるものとするほか、行政の情報化及び

公共分野における情報通信技術の活用の推進に当たつては、障害者の利用の便宜が図られるよう特に

配慮しなければならない。  

３  電気通信及び放送その他の情報の提供に係る役務の提供並びに電子計算機及びその関連装置そ

の他情報通信機器の製造等を行う事業者は、当該役務の提供又は当該機器の製造等に当たつては、障

害者の利用の便宜を図るよう努めなければならない。 

（消費者としての障害者の保護）  

第二十七条  国及び地方公共団体は、障害者の消費者としての利益の擁護及び増進が図られるよう

にするため、適切な方法による情報の提供その他必要な施策を講じなければならない。  

２  事業者は、障害者の消費者としての利益の擁護及び増進が図られるようにするため、適切な方

法による情報の提供等に努めなければならない。 

 

◆社会福祉法（昭和二十六年三月二十九日法律第四十五号） 

（情報の提供）  

第七十五条  社会福祉事業の経営者は、福祉サービス（社会福祉事業において提供されるものに限

る。以下この節及び次節において同じ。）を利用しようとする者が、適切かつ円滑にこれを利用する

ことができるように、その経営する社会福祉事業に関し情報の提供を行うよう努めなければならない。  

２  国及び地方公共団体は、福祉サービスを利用しようとする者が必要な情報を容易に得られるよ

うに、必要な措置を講ずるよう努めなければならない。  

（利用契約の申込み時の説明）  

第七十六条  社会福祉事業の経営者は、その提供する福祉サービスの利用を希望する者からの申込

みがあつた場合には、その者に対し、当該福祉サービスを利用するための契約の内容及びその履行に

関する事項について説明するよう努めなければならない。 
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【雇用する場合】 

◆障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35年法律第 102223号）（本則関係）（抜粋） 

第 2 章の 2 障害者に対する差別の禁止等 

（障害者に対する差別の禁止） 

第３４条 事業主は、労働者の募集及び採用について、障害者に対して、障害者でない者と均等な機会

を与えなければならない。 

第３５条 事業主は、賃金の決定、教育訓練の実施、福利厚生施設の利用その他の待遇について、労働

者が障害者であることを理由として、障害者でない者と不当な差別的取扱いをしてはならない。 

（障害者に対する差別の禁止に関する指針） 

第３６条 厚生労働大臣は、前２条の規定に定める事項に関し、事業主が適切に対処するために必要な

指針(次項において「差別の禁止に関する指針」という。)を定めるものとする。 

２ 第７条第３項及び第４項の規定は、差別の禁止に関する指針の策定及び変更について準用する。こ

の場合において、同条第３項中「聴くほか、都道府県知事の意見を求める」とあるのは、「聴く」と

読み替えるものとする。 

（雇用の分野における障害者と障害者でない者との均等な機会の確保等を図るための措置） 

第３６条の２ 事業主は、労働者の募集及び採用について、障害者と障害者でない者との均等な機会の

確保の支障となつている事情を改善するため、労働者の募集及び採用に当たり障害者からの申出によ

り当該障害者の障害の特性に配慮した必要な措置を講じなければならない。ただし、事業主に対して

過重な負担を及ぼすこととなるときは、この限りでない。 

第３６条の３ 事業主は、障害者である労働者について、障害者でない労働者との均等な待遇の確保又

は障害者である労働者の有する能力の有効な発揮の支障となつている事情を改善するため、その雇用

する障害者である労働者の障害の特性に配慮した職務の円滑な遂行に必要な施設の整備、援助を行う

者の配置その他の必要な措置を講じなければならない。ただし、事業主に対して過重な負担を及ぼす

こととなるときは、この限りでない。 

第３６条の４ 事業主は、前２条に規定する措置を講ずるに当たつては、障害者の意向を十分に尊重し

なければならない。 

２ 事業主は、前条に規定する措置に関し、その雇用する障害者である労働者からの相談に応じ、適切

に対応するために必要な体制の整備その他の雇用管理上必要な措置を講じなければならない。 

 

◆身体障害者補助犬法（平成 14年 5月 19日法律第 49号） 

（事業所又は事務所における身体障害者補助犬の使用）  

第１条  障害者の雇用の促進等に関する法律 （昭和３５年法律第１２３）第４３条第１項 の規定に

より算定した同項 に規定する法定雇用障害者数が一人以上である場合の同項 の事業主が雇用する

同項 の労働者の数のうち最小の数を勘案して政令で定める数以上の同項 の労働者を雇用している

事業主（国等を除く。）並びに当該事業主が同法第４４条第１項 の親事業主である場合の同項 の子

会社及び当該事業主が同法第４５条第１項 に規定する親事業主である場合の同項 の関係会社（以下

「障害者雇用事業主」という。）は、その事業所又は事務所に勤務する身体障害者が当該事業所又は

事務所において身体障害者補助犬を使用することを拒んではならない。ただし、身体障害者補助犬の

使用により当該障害者雇用事業主の事業の遂行に著しい支障が生ずるおそれがある場合その他のや

むを得ない理由がある場合は、この限りでない。  

２  障害者雇用事業主以外の事業主（国等を除く。）は、その事業所又は事務所に勤務する身体障害者
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が当該事業所又は事務所において身体障害者補助犬を使用することを拒まないよう努めなければな

らない。 

 

７ 合理的配慮の提供 

◆障害者差別解消法（抜粋） 

（行政機関等における障害を理由とする差別の禁止） 

第７条 

２ 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除去を必要として

いる旨の意思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過重でないときは、障害者の権利

利益を侵害することとならないよう、当該障害者の性別、年齢及び障害の状態に応じて、社会的障壁

の除去の実施について必要かつ合理的な配慮をしなければならない。 

（事業者における障害を理由とする差別の禁止） 

第８条 

２ 事業者は、その事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思

の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過重でないときは、障害者の権利利益を侵害す

ることとならないよう、当該障害者の性別、年齢及び障害の状態に応じて、社会的障壁の除去の実施

について必要かつ合理的な配慮をするように努めなければならない。 

 

８ 基本的な施策 

◆障害者差別解消法（抜粋） 

（啓発活動） 

第１５条国及び地方公共団体は、障害を理由とする差別の解消について国民の関心と理解を深めるとと

もに、特に、障害を理由とする差別の解消を妨げている諸要因の解消を図るため、必要な啓発活動を

行うものとする。 

 

◆障害のある人もない人も共に生きる平和な長崎県づくり条例（抜粋）（平成 26年 4月 1日施行） 

第４章 障害及び障害のある人に対する理解を深めるための施策 

（表彰） 

第 39 条 知事は、障害及び障害のある人に対する理解を深め差別をなくすための取組に関し顕著な功

績があると認められる者に対して、表彰を行うことができる。 

（県民の理解と関心の増進） 

第 40 条 県は、障害及び障害のある人に対する理解を深め差別をなくすことの重要性に関する県民の

理解と関心の増進が図られるよう、障害及び障害のある人に関する知識の普及啓発のための広報

活動、障害のある人と障害のない人との交流の機会の提供その他必要な施策を講ずるものとする。 

 

◆京都府障害のある人もない人も共に安心していきいきと暮らしやすい社会づくり条例（抜粋） 

（平成 27年 4月 1日施行） 

第３章 共生社会の実現に向けた施策の推進等 

（啓発活動の実施） 

第 20 条 府は、府民の基本理念に関する関心と理解を深めるとともに、特に、障害への理解の不足か

ら生じる社会的障壁を解消するため、必要な啓発活動を行うものとする。 
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（交流の推進） 

第 21 条 府は、障害者である児童及び生徒と障害者でない児童及び生徒との交流及び共同学習その他

の障害者と障害者でない者との交流を積極的に推進することによって、その相互理解を促進する

ものとする。 

（雇用及び就労の促進） 

第 22 条 府は、障害者の職業選択の自由を尊重しつつ、障害者がその能力に応じて適切な職業に従事

することができるようにするため、障害者の多様な就労の機会を確保するよう努めるとともに、

個々の障害者の特性に配慮した職業相談、職業指導、職業訓練及び職業紹介の実施その他必要な

施策を講じるものとする。 

２ 府は、障害者の雇用及び就労について事業主及び一般府民の理解を深めるとともに、障害者の雇

用及び就労を促進するため、障害者の優先雇用その他の必要な施策を講じるものとする。 

（文化芸術活動等の推進） 

第 23 条 府は、障害者がその障害の種類及び程度にかかわらず円滑に文化芸術活動、スポーツ、レク

リエーション等（以下「文化芸術活動等」という。）に参加することができる機会を確保するこ

とその他の障害者の文化芸術活動等の推進に必要な施策を講じるものとする。 

２ 府は、前項の施策の策定及び実施に当たっては、障害者と障害者でない者が共に文化芸術活動等

に参加することができる機会を積極的に提供することによって、その相互理解が促進されるよう

必要な措置を講じるものとする。 

（府民等の活動の促進） 

第 24 条 府は、府民、事業者又はこれらの者が組織する民間の団体が自発的に行う共生社会の推進の

ための活動を促進するため、情報提供その他の必要な措置を講じるものとする。 

 

９ 差別に関する相談等 

◆障害者差別解消法（抜粋） 

第４章 障害を理由とする差別を解消するための支援措置 

（相談及び紛争の防止等のための体制の整備） 

第１４条 国及び地方公共団体は、障害者及びその家族その他の関係者からの障害を理由とする差別に

関する相談に的確に応ずるとともに、障害を理由とする差別に関する紛争の防止又は解決を図ること

ができるよう必要な体制の整備を図るものとする。 

 

◆さいたま市誰もが共に暮らすための障害者の権利の擁護等に関する条例（抜粋） 

（平成 23年 4月 1日施行） 

（申立て） 

第１０条 障害者は、自己に対する差別が行われた事実があると認めるときは、市長に対し、委員会（第

１５条に規定する委員会をいう。第１２条及び第１３条第１項において同じ。）から当該差別に係る

事案（以下「事案」という。）を解決するための助言又はあっせんが行われるよう申立てをすること

ができる。 

２ 障害者の保護者若しくは養護者又は障害者に関係する事業者若しくは関係機関は、当該障害者に

対する差別が行われた事実があると認めるときは、前項の申立てをすることができる。ただし、本

人の意に反することが明らかであると認められるときは、この限りでない。 

（事案の調査） 
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第１１条 市長は、前条第１項又は第２項の申立てがあったときは、当該申立てに係る事実について、

相談支援事業者（市から委託を受けて障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第７７条第

１項第１号に規定する事業を行う者をいう。以下同じ。）と連携し、調査を行うことができる。こ

の場合において、調査の対象者は、正当な理由がある場合を除き、これに協力しなければならない。 

２ 市長は、正当な理由なく前項の調査を拒否した者に対して、調査に協力するよう勧告することが

できる。 

（助言及びあっせん） 

第１２条 市長は、前条第１項の調査の結果、必要があると認めるときは、委員会に対し、助言又はあ

っせんを行うことについて審議を求めるものとする。 

２ 委員会は、前項の審議を求められた場合において、助言又はあっせんを行うことが適当と認めた

ときは、事案に係る障害者、事業者その他の関係者に対し、助言又はあっせんを行うものとする。 

３ 委員会は、前項の助言又はあっせんのために必要があると認めるときは、事案に係る障害者、事

業者その他の関係者に対し、その出席を求めて説明若しくは意見を聴き、又は資料の提出を求め

ることができる。 

 

◆障害のある人もない人も共に安心して暮らせる八王子づくり条例（抜粋）（平成 24年 4月 1日施行） 

（差別に関する相談、助言等） 

第１５条障害者及びその関係者は、障害者本人に係る差別に該当すると思われる事案（以下「対象事

案」という。）について、市に相談することができる。 

２市は、対象事案に関する相談があったときは、次に掲げる業務を行うものとする。  

・相談に応じ、関係者への事実の確認及び調査を行うこと。  

・相談に応じ、関係者に必要な助言及び情報提供を行うこと。  

・相談に係る関係者間の調整を行うこと。  

・関係行政機関への紹介を行うこと。 

（相談員） 

第１６条市は、相談支援事業者（市から委託を受けて障害者自立支援法第７７条第１項第１号に規定

する事業を行う者をいう。）に、前条第２項各号に掲げる業務の全部又は一部を委託することが

できる。 

（助言及びあっせんの申立て） 

第１７条障害者は、対象事案があるときは、市長に対し、対象事案を解決するために必要な助言又は

あっせんを行うよう申し立てることができる。 

２障害者の保護者又は関係者は、当該障害者に代わり、前項の申立てをすることができる。ただし、

当該障害者の意に反することが明らかであると認められるときは、することができない。 

 

◆奈良県障害のある人もない人もともに暮らしやすい社会づくり条例（抜粋）（平成 28年 4月 1日施行） 

第三章障害を理由とする差別を解消するための施策 

（相談及び支援） 

第１０条 何人も、県に対し、第八条各号に掲げる行為及び前条の規定による配慮をしないこと（以

下「不利益な取扱い等」という。）に関する相談をすることができる。 

２ 県は、前項に規定する相談があったときは、次に掲げる措置を講ずるものとする。 

一 相談に応じ、相談者に必要な助言、情報の提供等を行うこと。 
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二 相談に係る関係者間の調整を行うこと。 

三 関係行政機関への通告、通報その他の通知を行うこと。 

（相談員の配置） 

第１１条 知事は、前条第二項各号に掲げる業務を行わせるため、適正かつ確実に行うことができる

者を相談員として委嘱することができる。 

２ 相談員は、この条例に基づき業務上知り得た秘密を漏らしてはならない。相談員でなくなった後

においても、同様とする。 

（必要な措置の求め） 

第１２条 障害のある人は、第十条第一項の相談を経ても不利益な取扱い等に関する事案（以下「対

象事案」という。）が解決しないときは、知事に対し、その解決のために必要な措置を講ずるよ

う求めることができる。 

２ 前項の規定は、対象事案に係る障害のある人の保護者、後見人その他の関係者について準用する。

ただし、当該求めをすることが明らかに障害のある人の意に反すると認められるときは、この限

りでない。 

（助言又はあっせん） 

第１３条 知事は、前条第一項又は第二項の規定による求めがあった場合において、助言若しくはあ

っせんの必要がないと認めるとき又は対象事案の性質上助言若しくはあっせんを行うことが適

当でないと認めるときを除き、奈良県障害者相談等調整委員会に助言又はあっせんを行わせるも

のとする。 

 

 


